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ま 元が' ぎ 

この 規格 は， 工業 標準化 法 第 14 条 によって 準用す る^ 12 条第 1 項の 規定に 基づき， 社団法人 日本 機械 
工業 連合会 （JMF) から， 工業 標準 原案 を 具して 日本 ェ某 規格 を 改正す べきとの 申出が あり， 日本 工業 標 
準 調査 会の 審議 を怪 て， 厚生 労働大臣 及び 経済 産業 大臣が 改正した 日本工業規格 である。 

これによ つて， JISB 9703:2000 は 改正され， この 規格に 置き換えられた。 

この 規格 は， 著作権法で 保護 対象と なって いる 著作物で ある。 

この 規格の 一部 力、 特許権， 出願 公開 後の 特許 出願 又は 実用新案 権に 抵触す る 可能性が ある ことに 注意 
を 喚起す る。 厚生 労働大臣， 経済 産業 大臣 及び 日本 工業 標準 調査 会 は， このような 特許権， 出願 公開 後の 
特許 出願 及 び 実用 新案 権 に 関わる 確認に ついて， 責任 はもたない。 



(2) 

著作: に よ り 蕭斷 での «»， 転敎等 は 禁止 さ れて お り ま す。 



日本工業規格 JIS 

B 9703： 2011 

(ISO 138 50 : 2006) 

機械 類の 安全性 一 非常 停止 ― 設計 原則 
Safety of machinery— Emerqencv stop— Principles for design 



序文 

こ の 規格 は， 2006 年に 第 2 版と して 発行され た ISO 13850 を 基に， 技術的 内容 及び 対応 国際規格の 構成 
を 変更す る ことなく 作成 した 日 本 工業規格で あ る 。 

この 規格 は， 機^ 類の 安全性 規^ 群の 一つで あり， その 構成 は 次に よる。 

タイプ A 規格 （基本 安全 規格） 一 全ての 機械 類に 適用で きる 基本概念， 設計 原則 及び 一般的 側面 を 規定 
する 規格 

タイプ B 規格 （グループ 安全 規格） 一 広範な^ 械 類に 適用で きる 安全 面 又は 安全 防^ 物 を 規定す る 規格 
タイプ: B1 規格 一 特定の 安全 面 （例えば， 安全 距離， 表面 温度， 騒音） に関する 規格 
タイプ B2 規格 一安 全 防護 物 （例えば， 両手 操作 制御装置， インタ ロック 装置， 圧力 検知 装置， ガード） 
に関する 規格 

タイプ C 規格 （個別 機械 安全 規格） 一個々 の E 械 又は 機械 群の 詳細な 安全 要求 事項 を 規定す る 規格 

上の 分類のう ち， この 規格 は タイプ B2 規格で ある。 

なお， この 規格に おける 大きな 変更 点 は， 次のと おりで ある。 
一 非常 停止 指令の リ セ ッ ト は， 手動で あ る こと （4.1.6 参照） 。 
一 非常 停止 機器 は， ^械的 ラッチ ングを 使用す る こと （4.4.3 参照)。 



1 適用 範囲 

この 規格 は， ^械 における 非常 停止の 機能的 要求 事項 及び 設計 原則に ついて 規定す る。 
なお， &能 を; MJ 御す るた めに 使用す る エネルギーの 種類 は 限定し ない。 
こ の 規格 は， 次の もの を 除く 全て の 機械 類に 適用 す る 。 
一 非常 停止 を 設けても， リスクが 低減し ない 极械 
一 手持ち 機械 及び 手 案内 機械 

この 規格 は， 非常 停止 機能の 一部で ある 動作の 反転 又は 制限， 回避， 遮蔽， 制動 若しくは 遮断の ような 
機能 を 取り扱う もので はない。 

注記 この 規格の 対応 国際規格 及び その 対応の 程度 を 表す 記号 を， 次に 示す。 

ISO 13850:2006, Safetv of machinery ― Emergency stop ― Principles for design (IDT) 

なお， 対応の 程度 を 表す 記号 "IDT" は， ISO/1EC Guide 21-1 に 基づき， "一致して いる" こ 
と を 示す。 



2 引用 規格 

次に 掲げる 規格 は， この 規格に 引用され る ことによって， この 規格の 規定の 一部 を 構成す る。 これらの 
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引用 規格 は， その 最新 版 （追 補 を 含む。） を 適用す る。 

JIS B 9700-1 機械 類の 安全性 一 設計の ための 基本概念， 一般 原則 一 第 1 部： 基本 用語， 方法論 
Jlid 対》 じ、 国際規格 - 1»0 12100-1， Sarety or machinery — Basic concepts, general principles for design 
— Part 1: Basic terminology, methodology (IDT) 
JIS B 9960-1 機械 類の 安全性 一^ 械の 電気装置 一 第 1 部 ： 一般 要求 事項 

ylad 対つ 心 国際規格 '■ IEC 60204-1, Safety of machinerv— Electrical equipment of machines — Part 1 : 
General requirements (MOD) 
JIS C 8201-5-5 低圧 開閉 装置 及び 制御装置 一 第 5 部 ： 制御 回路 板 器 及び 開閉 素子 一 第 5 節 ： 機械的 ラ 
ッ チ ン グ^ 能 を も つ 電気 的 非常 停止 機器 
注 言 己 対応 国際規格 ： IEC 60947-5-5， Low-voltage switchgear and controlgear — Part 5-5: Control circuit 
devices and switching elements ― Electrical emergency stop device with mechanical latching function 
(IDT) 

IE し 60417-DB, uraphical symbols for use on equipment (online database) 
3 用語 及び 定義 

この 規格で 用いる 主な 用語 及び 定義 は， JISB9700-1 による ほ 力、 次に よる。 

3.1 

非常 1 f 宁止， 非常 f 宁 iri 幾お (emergency stop, emergency stop function; 

次の こ と を 意図す る 機能。 
一 人に 対する 危険 源 を， 又は 機械 類 若しくは 工程 中の 加工 物への 損害 を， 避ける か 又は 低減す る。 
一 人間の 単一の 動作に よって 停止 指令 を 出す。 

注記 この 規格の 対象と なる 危険 源 は， 次の ことから 発生す る。 

一 機能 異常 （例えば， 機^ 類の 機能 不良， 加工 材料の 不良， ヒューマン エラー） 
一 通常 運転 

■ B 9700-1 の 3.37 参照） 

3.2 

非常 ィ宁止 機器 (emergency stop device) 

非常 停止 機能 を 始動す るた め に 使用 される 手動 操作の 制御機 器。 
1$ C 8201-5-5 の 3.2 参照） 

3.3 

機械 ァ クチ ユエ 一夕 (machine actuator) 

機械 を 作動 させる 駆動機 構。 
(JIS B 9960-1 の 3.34 参照） 

3.4 

安全 機能 （safety function) 

故障が リスク の 増加に 直ち につな がる よ う な^ 械の 機能。 

■ B 9700-1 の 3.28 参照） 



著作^よ に よ り 焦 新での 複製， f;: 械'. お ま 禁止 さ れ てお り ま す。 
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4 安全 要求 事項 
4.1 一般 要求 事項 

4.1.1 非常 停止 機能 は， 機械の 全ての 運転 モードに おいて， 捕捉され た 人 を 解放す るよう に 設計され たい 
かなる 設備 を も 損なう ことなく， いつでも 利用 可能， かつ， 操作 可能で あり， 他の 全ての 機能 及び 操作に 
優先す る もので なければ ならない。 

非常 停止 機能の 始動に よ つ て 停止 し た 運転に 対 して， 非常 停止^ 能が 手動で リ セット さ れる ま でい かな 
る 起動 信号 （意図す る， 意図し ない 又は 予期し ない） も 有効と なって はならない。 

非常 停止 機器 を 機械 本体から 切り離す ことができる 場合 （例えば， 携帯 形 教示 ペンダント）， 又は^^ 項 
を 部分的に 分離で き る 場合， 動作 中 及び 非 動作 中の 制御機 器の 間に 不整合が 生じない よう に 注意す る こ と 
が 望ましい。 

41.2 非常 停止^ 能 は， 安全 防護 策 又は 他の 安全^ 能の 代替 手段 と して 採用して はな ら ない。 付加 保護 方 
策と して 設計す る ことが 望ましい。 非常 停止 機能 は， 保護 機器 又は 他の 安全 機能 を もつ 機器の 有効性 を 損 
なって はならない。 

注記 この 目的の ために は， 電磁 チ ャ ッ ク 又は 制動機 器の よ う な 補助 的 設備が 確実に 作動す る ことが 

必要で ある。 

4.1.3 非常 停止 機能 は， 非常 停止 極 器の 動作 後， 新たな 危険 源が 発生す る ことなく， ま た 人の 介在な し に， 
偶 械の 動作 を 適切な 方法で 停止す るよう に リスク アセスメント に 従い 設計 し な ければ な ら ない。 

適切な 方法に は， 次 を 含む。 
一 最適な 減速 度の 選定 
一 停止 カテゴリ （4.1.4 参照） の 選択 
一 事前 決定 し た 遮断 順序の 採用 

非常 停止 機能 は， 非常 停止 機器 を 使用す る 際， 使用 後の 影響 を 機械 オペレータ が 考慮 し な ければ な ら な 
いよう な 設計で あつ て はならない。 

4.1.4 非常 停止 機能 は， 次の 停止 カテゴリの どちら かに 従う お 能と しなければ ならない。 

a) 停止 カテゴリ 次の 手段に よる 停止 

一 機械 ァ クチ ユエ 一夕への 動力の 即時 供給 遮断 

- 危険な 部位と その 機械 ァ クチ ユエ 一夕 間の 機械的 分離 （切り離し）。 必要な 場合， ブレーキ による 制 
動 

b) 停止 カテゴリ 1 停止す るた めに， 機械 ァ クチ ユエ 一夕への 動力 を 必要と し， 停止した とき 動力が 遮 
断され る 制御 停止 

動力 供給 遮断の 例に は， 次 を 含む。 
一 機械の 電気 モー タ への 電力 遮断 

- 動力 可動 要素 か ら の il 械 エネルギー 源の 切 り 離し 

一 機械の 液 圧 Z 空圧 機械 ァ ク チ ユエ 一夕への 流体 動力源 遮断 

4.1.5 4 丄 4 による 停止 カテゴリ 又は 1 の 選択 は， 機械の リスク アセスメント によって 決定し なければ 
ならない (JIS B 9960-1 の 9.2.5.4.2 参照) I 

注記 安全 関連 機能に 関する 要求 事項 は， JISB 9705-1 及び JISB 9961 にも 規定され ている。 
4.1.6 非常 停止 指令が 入力 さ れ， 非常 停止 機器の 起動 操作が 終了 したら， こ の 指令の 効力 は， 非常 停止 機 
器が 手動で リセ ッ ト される まで 維持し なければ ならない。 リセ ッ トは， 非常 停止 指令が 始動した 場所で だ 
け 可能で なければ ならない。 指令の リセット は， 再起動 を 許可す る だけで， 機械 類 を 再起動して はなら な 
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い。 機械の 再起動 は 非常 停止 機器の 手動 リセット が 非常 停止 を 起動 し た 各々 のお 所で 実施され る ま で 可能 

であって はならない。 

4.2 電気 式 非常 停止 装置の 要求 事項 

非常 停止に 使用され る 電気装置 は， JIS B 9960-1 の 関連 要求 事項に 適合し なければ ならない。 非常 停止 
お 器に 関連す る 要求 事項 は， 4.4 及 び JIS C 8201-5-5 参照。 
4.3 作動 条件， 設置 環境 

非常 停止 機能に 使用され る コ ン ポー ネ ント， ぉ, 器 及び 要素 は 想定した 作動 条件 及び 設置 環境の もとで 正 
しく 作動で きる ように 選択， 組立， 相互に 接続し， また 保護し なければ ならない。 これに は， 次 を 考慮す 
る こ と を 含む。 

一 作動 頻度 及び， 例えば， 作動 頻度の 少ない 場合の 定期試験の 必要性 

一 振動， 衝撃， 温度， じんあい， 異物， 湿気， 腐食 性 物質 及び 流体からの^ S 

4.4 非常 停止 機器 

4.4.1 非' おお * 止 器 は， オペレータ 及び それ を 作動す る 必要が ある 人に よって 容易に 作動で き るよう に設 
計し なければ ならない。 

使用す るァ クチ ユエ ータの 種類 は， 次 を 含む。 
- きのこ 形 押しボタン 
― ワイヤ， ロープ， バー 

一 ハンドル 

一 特別の 用途で は， 保護 カバ一 なしの 足踏み ペダル 

4.4.2 非常 停止 機器 は， リスク アセスメントの 結果に よって 必要と しない 場合を除き， 各 オペレータの 制 
御 ステーション ごとに， 及び リスク アセスメント によって 決定され る 他の 場所に 配置 しなければ ならない。 
非常 停止 機器 は， 操作 を 必要と する オペレータ 及び 他の 人が 容易に 近づく ことができ， かつ 危険の ない 操 
作が で きる よう な 位置に 取 り 付け な ければ な ら ない。 不注意な 操作に 対す る 方策 は， 接近 性 を 損な わない 
ようにす る ことが 望ましい。 

4.4.3 非常 停止 機^ は， 機械的 ラ ツチ ングの 直接 開路 動作の 原理 を 適用し なければ ならない。 電気 的 非常 

停止 機器 は， JISC 8201-5-5 に 適合し なければ ならない。 

注記 この 原理の 適用 例 は， 直接 開路 動作 を もつ 電気 接点 を 用いた 非常 停止 機器で ある。 JIS C 
8201-5-1 の 附属 書 K によれば， (接点の） 直接 開路 動作と は スィッチの ァ クチ ユエ 一夕の 規定 
動作が 非 弾性 要素 （例えば， ばねに よらない。） によって 直接的に 接点 を 分離す る ものである。 

4.4.4 非常 停止 機器に 故障が 生じた 場合 （保持 機能 を 含む。）， 停止 指令の 発生 は， 保持 機能よ り 便 先し な 

ければ ならない。 

非常 停止の リセット （例えば， かみ 外し， 切り離し） は， 非常 停止が 起動した 場所で， 手動 操作の 結果に 
よって だけ 可能で なければ な ら ない。 

4.4.5 非常 停止 機器の ァ クチ ユエ 一夕 は， 赤色で なければ ならない。 ァ クチ ユエ 一夕 背後に 背景が あり， 
実施 可能な 場合， 背景 は 黄色で なければ ならない （JISB 9960-1 の 10.7.3 参照）。 

注記 ワイヤ 又は ロープ を 使用す る 場合， マーカ フラッグ を 取り付け ると 見やす くなる。 
4.4.6 ラベル を 付ける 場合， IEC 60417-5638 (DB:2002-10) の シンボル を 使用し なければ ならない。 図 1 
参照。 
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厂 つ 




L J 
図 1 一 非常 停止の シンボル (IEC 60417-5638) 

注記 図 1 は， こ の 規格の 箇条 2 の IEC 60417-DB から 引用した ものである。 
4.5 ァ クチ ユエ 一夕と して 使用す る ワイヤ 又は ロープ 

4.5.1 ワイヤ 又は ロー プを 非常 停止 機器の ァ クチ ユエ 一夕と して 使用す る 場合， 容易 に 使用 できる ように 
設計 及び 配置 し な ければ な ら ない。 この 目 的の ために， 次 を 考慮 し な ければ な ら ない。 
一 非常 停止 指令 を 出力す る た め に 必要な 変位 量 
一 最大 可能 変位 

一 ワイヤ 又は ロープと 最も 近い 物体と の^ 小 空間 距離 

一 オペレータ 力、 ワイヤ 又は ロープ を目視 しゃすい ようにす る （例えば， マーカ フラッグの 使用に よる。） 
一 非常 停止 铋 器 を 働かせる ための ワイヤ 又は ロープに 加える 力 及び その 方向 

注記 非常 停止お 器の 操作が， ワイヤの 軸に 沿って 引っ張る ことによ る 場合， どちらの 方向に ワイ 
ャを引 けば 非常 停止 指令が 発生す るの か を 確実に 明示す る 必要が あ る 。 
JIS C 8201-5-5 参照。 

4.5.2 ワイヤ 又は ロー プの 切断 又は 外れた 場合の 危険 源 を 回避す る ための 方策 を 実施 し な ければ な ら な 
い （4.4.4 参照）。 

4.5.3 非常 停止 機器 を リセ ッ ト する 手段 は， その 位置から ワイヤ 又は ロープの 全長が 見える ような ところ 

に 配置す るの が 望ましい。 

4.5.4 非常 停止 機器の 作動 後 及び リセ ッ ト 前に， 作動した 原因 を 発見す るた め， ワイヤ 又は ロープの 全長 
に 沿って 機械 類 を 検査す る こ と を 取扱説明書で 記述し なければ ならない。 



参考文献 

[I] JIS B 9705-1 機械 類の 安全性 一 制御システムの 安全 関連 部 一 第 1 部 ： 設計の ための 一般 原則 

注記 対応 国 際 規格 ： ISO 13849-1, Safety of machinery - Safety-related parts of control systems ― Part 1 : 
General principles for design (IDT) 
[2] JIS B 9961 機械 類の 安全性 一安 全 関連の 電気 • 電子 • プログラマ ブル 電子 制御システムの 機能 安全 
注記 対応 国際規格 ： 1EC 62061, Safety of machinery -Functional safety of safety-related electrical, 
electronic and programmable electronic control systems (IDT) 
[3] JIS C 8201-5-1 低圧 開閉 装置 及び 制御装置 - 第 5 部 ： 制御 回路 機器 及び 開閉 素子 一 第 1 節 ： 電気 機械 
式 制御 回路 機器 

注 言 己 対/心 国際規格 ： IEC 60947-5-1, Low-voltage switchgear and controlgear— Part 5-1: Control circuit 
devices and switching elements ― Electromechanical control circuit devices (IDT) 
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JSS B 9703： 2011 
(ISO 13850 : 2006) 

機械 類の 安全性 - 非常 停止 ― 設計 原則 

解 説 



この 解説 は， 規格に 規定' 記載した 事柄 を 説明す る もので， 規格の 一部で はない。 
この 解説 は， 財団法人 日本規格協会が 編集 '発行す る もので あり， これに 関する 問合せ 先 は， 財団法人 
日本規格協会 である。 

1 今回の 改正までの 経緯 

こ の 規格 は， ISO 13850:1996, Safety of machinery -Emergency stop -Principles for design の 国際 一致 規格 
として， 2000 年に 制定 （以下， 旧規 格と いう。） された 後， 今回の 改正に 至った。 

今回， 社団法人 日本 機械工業 連合会 は， JIS 原案 作成 委員会 を 組織し， JIS 原案 を 作成した。 この J1S 原 
案 を 主務 大 臣 である 厚生 労働 大 臣及 び 経済 産業 大 臣に 申出し， 日 本 工業 標準^ 查会 であ 一」 決 さ れ， 平成 
23 年 7 月 25 日 付で 公示 さ れた。 

2 今回の 改正の 趣旨 

ISO 13850 は， 当初， ISO と 1EC の ダブル ロゴ 規格と して 両 TC 共 管の 下 改正 を 進めた ものであって， 
改正 実 作業 は， IEC/TC44 に メンテナンス チーム を 設置して 実施され た。 また， EN 規格との 整合 規格で も 
あるた め， この 改正 作業 は， ISO 及び EN の 両方の 改正 を 同時に 進められた。 この 改正 作業が 終了し， 2006 
年 11 月に ISO 13850:2006 が 発行され たこ と を 受けて， この 規格 を ISO 13850:2006 に 整合させる こ と を 目 
的に， 一致 規格 （IDT) として 改正 を 行った。 

3 適用 範囲に ついて 

この 規格 は， 機械 類に 広く 使用され る 非常 停止 手段に ついて， 設計 上の 原則 を 定めた もので あり， （1) 非 
常 停止 手段が も つべき 機能， （2) 非常 停止 装置 自 体の 要求 事項， （3) ァ クチ ユエ 一夕と して 使用され る ワイヤ 
及び ロープに 対する 要求 事項 を 定めて いる。 

非常 停止 と は， 危険に なった プロセス 又 は 運動 を 停止 させる 非常 動作 をい い， 本体の 3.1 に 定義され る。 

a) 適用 範囲の 補足説明 この 規格の 適用 範囲に "非常 停止 を 設けても， リスクが 低減し ない 機械" と あ 
る が, EU の 機械 指令 （2006/42/EC) では， リスク が 低減 しないと する 条件と して， 次が 示されて いる。 

一 非常 停止 装置が 停止時間 を 短縮す る こ と にな ら ない^ 合， 又は 

- リ スク 対応に 必要な 特別な 手段の 実施 カ环 可能な 場合 

イメージ として は， エネ ルギを 遮断しても 効果がない もの， 例えば ポジティブ クラッチ 式 機械で ェ 
程 （クラッチ 動作 中） の 途中で 非常 停止が かけられな いものな ど を 想定で きる 力、 ここで は 適用 範囲 
外と して 指定して いる わけで はない。 適用 範囲 外 とする に は リスク アセスメント による 十分 かつ 詳細 
な 分析が 必要と なる。 

b) 適用 範囲の 手持ち 機械 及び 手 案内 機械に ついて 手持ち 機械と は 電動 ドライバ， サンダー， チェーン 
ソ 一な どの 作業 機械で あ り ， 手 案内 機械 と は 転 圧 機械の ラ ン マー 及び 芝 刈 り 機， 電動 階段 運搬 機な ど 

解 1 
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の 機械で ある。 

これらの 機械 は， 保持 機構 を もたない もの を 前提と している。 この 根拠 は， EU 機械 指令 箇条 2.2 の 
次の 箇条に 基づいて いる。 

一 操作 員が ハンドルから 手 を 離した 後に， 不意に 始動， 及び Z 又は 運転 を 継続す る リスクがない。 こ 
の 要件が 技術的に 不可能な 場合に は 同等な 手段 を 講じる。 

4 規定 項目の 内容 

4.1 "3.1 非常 停止 (emergency stop) , 非常 停止 機能 (emergency stop function) " 定義の 2nd ダッシュ 

"人間の 単一の 動作に よって 停止 指令 を 出す" と は， "押す" とか" 引く" といった "一挙 動で" という 
趣旨で あり， "引いて 回す" と カゝ" 回して 押す" といった 複合 動作 は 意味し ない。 

4.2 "3.4 安全 機能 (safety function) " 

この 用語 は， "故障が リスクの 増加に 直ちにつな がるよう な 機械の 機能" と 定義され ている。 
この 定義で 示される "故障" は， "安全 機能 を つかさどる 機械 部分， コンポーネント， 又は 一般的に 安全 
装置が 故障した 場合" を 意味して いる。 

4.3 "4.1.4" の 停止 カテゴリ 

停止 カテゴリ は， JISB 9960-1:2008 に 基づき， 次のように 3 種類に 分類され る。 
― 停止 カテゴリ 0: 核^ ァ クチ ユエ 一夕の 'ほ 源 を 直接 遮断す る ことによ る 停止 （すなわち， 非 制御 停止)。 
一 停止 カテゴリ に 践械ァ クチ ユエ 一 タカ 《 停止す るた めに 電力 を 供給し， その後 停止した ときに 電源 を 
遮断す る 制御 停止。 

一 停止 カテゴリ 2 ： 機械 ァ クチ ユエ 一夕に 電力 を 供給した ままに する 制御 停止。 

こ の 3 種類の 停止 力 テゴリ のうち， 停止 力 テ ゴ リ は， 非 制御 停止で あ り ， 停止 力 テ ゴ リ 〗 及び 停止 力 
テゴリ 2 は 制御 停止で ある。 

一 制御 停止： 制御装置 力 s 停止信号 を 認識す ると， 例えば 指令 電気信号 を ゼロに する 力、 停止まで は， 板 

械ァ クチ ユエ 一夕 への 電気 電力 を 残して おく 機械の 停止 方法。 
一 非 制御 停止： 機械 ァ クチ ユエ 一夕への 電力 を 切る ことによ る 機械 動作の 停止で あり， ブレーキ その他 
の 機械的 停止 装置 は 全て 動作させる もの。 
非常 停止に 使用され る 停止 カテゴリ は， 停止 カテゴリ 及び 停止 カテゴリ 1 だけで あり， 停止 カテゴリ 
2 は 非常 停止に は 使用され ない。 

4.4 "4.4.4" の 第 1 段落の 規定 

この 箇条で は "非常 停止 機器に 故障が 生じた 場合 （保持 機能 を 含む。）， 停止 指令の 発生 は， 保持 機能よ 
り 優先し なければ ならない" と 規定され ている 力、 これ は 例えば， 非常 停止 機器に おいて ラッチ 機構 （保 
持 機能） 等に 故障が 生じた 場合に も， 停止 指令 は 確実に 始動され る こと。 また， 外部 回路 等に より 再起動 
防止 を 図る こ と を 意味す る。 

4.5 "4.4.5" の マーカ フラック' 

マーカ フラッ グを 解説 図 1 及び 解説 図 2 に 示す。 



解 2 
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壁面 




壁と ワイ ャ 又は ロープとの 
適切な 距離 を 維持す る。 

解説 図 2 — 口 一ブス イツ チ 設置 位置 一 上面 



4.6 "4.5.1" の 3rd ダッシュ 

4.5.1 では， ワイヤ 又は ロープ を 非常 停止 機器の ァ クチ ユエ 一夕と して 使用す る 場合， 容易に 使用で きる 
設計 及び 配置 を 要求して いる 力、 その 考慮 事項の 一つと して "ワイヤ 又は ロープと 最も 近い 物体との 最小 
空間 距離" 力 《規定され ている。 

これ は， 例えば ワイヤ 又は ロープ を 壁 際に 設置す る 場合， 指先 及び 手のひらで ワイヤ 又は ロープ を 容易 
に 引っ張れ るよう に ワイヤ 又は ロープと 壁の 最小 距離 及び ワイヤ 又は ロープの 作動 方向に は 作動た わみ 量 
以上の 十分な 距離 を 確保す る こ と な どの 方策が 考え られる （解説 図 2 参照）。 

なお， 最大た わみ 量 は， JISC 8201-5-5 (IEC 60947-5-5) では， 400 mm 以下で ある こ と と 規定して いる。 

5 原案 作成 委員会の 構成 表 

原案 作成 委員会の 構成 表 を， 次に 示す。 

JIS B 9703 原案 作成 委員会 構成 表 

氏名 所属 



(委員長） 


杉 


本 


旭 


長 岡 技術 科学 大学 専門職 大学院 


(副 委員長） 


山 


田 


陽 滋 


名古屋 大学 


(委員） 


向 


殿 


政 男 


明治 大学 




平 


野 


由紀夫 


経済 産業 省 
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安 


達 




栄 


厚生 労働省 


池 


田 


博 


康 


独立 行政法 人 労働 安全 衛生 総合 研究所 


井 


上 


洋 


一 


ビュー 口 ベリ タス 


杉 


田 


士 


広 


テュフ ライン ランド ジャパ ン 株式会社 


石 


川 


滋 


久 


テュフ ズード ジャパ ン 株式会社 


山 


本 


元 


芳 


社団法人 日本 工作機械 工業 会 


二 


浦 


敏 


道 


社団法人 日本 ロボ ッ ト 工業 会 


大 


村 


宏 


之 


社団法人 日本食 品 機械工業 会 


蓬 


原 


弘 


一 


明治 大学 


横 


井 


孝 


心 


独立 行政法 人 産業 技術 総合 研究所 


中 


嶋 


洋 


介 


武蔵野 大学 


杉 


原 


健 


治 


パナソ ニック ファクトリー ソ リュー ショ ンズ 株式会社 


平 


沼 


栄 


浩 


セーフ ティー プラス 株式会社 


高 


橋 


克 


知 


プリ ヂス ト ン 株式会社 


宮 


川 


光 


雄 


トヨタ 自動車 株式会社 


内 


藤 


博 


光 


ソニー ファシリティ マネ ジメ ン ト 株式会社 


内 




信 


j£ し 


株式会社 ダイ フク 研究 • 研修 セ ンタ 


中 


谷 


英 


司 


株式会社 SOKUDO 


金 


友 


正 


文 


株式会社 日立 製作所 


石 


川 




篤 


住友 重 機械工業 株式会社 


浦 


島 




直 


三菱 重工業 株式会社 


坂 


田 


文 


彦 


株式会社 荏 原 製作所 


木 


下 


博 


文 


平 田機ェ 株式会社 


永 


田 




学 


株式会社 神 戸 製鋼所 


山 


谷 


光 




株式会社 牧野 フ ラ ィ ス 製作所 


井 


上 


正 


也 


オムロン 株式会社 


長 谷川 


佳 


旦 


SUNX 株式会社 


関 


野 


芳 


雄 


IDEC 株式会社 


宮 


崎 


浩 




社団法人 日本 機械工業 連合会 




J1S B 9703 原案 作成 WG 構成 表 




氏名 




所属 


内 


藤 


博 


光 


ソニー ファシリティ マネ ジメ ント 株式会社 


坂 


田 


文 


彦 


株式会社 荏 原 製作所 


井 


上 


洋 




ビュー 口 ベリ タス 


川 


崎 


健 


司 


オムロン 株式会社 


長 谷川 


佳 


ふ' 


SUNX 株式会社 


延 


廣 


正 


毅 


IDEC 株式会社 


宮 


崎 


浩 




社団法人 日 本 機械工業 連合会 



(執筆者 宮崎 浩ー) 
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白 紙 



解 5 



著作権法 に よ り 無断での^ 転載 等 は 禁止 されて おります。 



★JIS ^格^ 及び JIS 規格^ 解説に ついての お (iij 合せ は， 規格 開発部^^^ まで， できる 限 り A 子 
メール (E-mail :sd@jsa.or.jp) 又は FAX [{03)3405-5541] TEL [(03)5770-1571] でお 願いいた しま 
す。 お 問合せに お答えす るに は， 関係 先への 確認 等が 必要な ケースが ございま すので， 多少お 時 
問が かかる^ 合が ございます。 あらかじめ ご了承く ださい。 

★•HS 規恪^ の 正^お が 発行され たお 合 は， 次の 要^で ご 案内いた します。 

(1) 当 協会 発行の 月刊 鎵 "標準化と 品質管理" に， 正 • 誤の 内容 を 掲載いた します。 

(2) 原則として 毎月 21 日 （21 日が 土隔 口， 日^日 又は 休日のお》 合に は， その 翌 H) に， "曰 経 産 
泶 新聞" 及び "日刊 工業 新 間" の JIS 発行の 広告 憫で， 正誤 粟が 発行され た JIS 規格 番号 及 
び 規格の 名称 をお 知らせいた します。 

なお， 当 協会の JIS 予約者の 方に は， 予約され ている 部門で 正誤 票が 発行され た 場合， 自動的 
にお 送りいた します。 

★JIS 規恪 票の ご注文 は， 出版 事^部 出版 サービス 第一課 [FAX(03)3583-0462 TEL(03)3 583-8002] 
まで， お 申込み く ださ レ\ 
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